[Note] A Study on Prof. Dr. Hans J. Pleitner\u27s Investigations for Small Business Problems (2) by 田中 充 & Tanaka Mitsuru
[研究ノート] ハンズ・J.プライトナー教授の中小
企業問題論 : スイス, 日本, および欧米との比較
関連において(2)
著者 田中 充
雑誌名 關西大學經済論集
巻 40
号 5
ページ 949-966
発行年 1991-01-15
その他のタイトル [Note] A Study on Prof. Dr. Hans J. Pleitner's
Investigations for Small Business Problems (2)
URL http://hdl.handle.net/10112/13917
949 
研究ノート
ハンズJ.フ゜ライトナー教授の中小企業問題論
ースイス，日本，および，
欧米との比較関連において一一
(2) 
? ?
充
目次
はじめに
1. スイス国民経済における中小企業の地位・役割および対策課題
一日本および欧米との比較関連において一
(1) スイスの経済現勢
(2) スイスにおける中小企業の重要性と諸特徴
(3) スイスにおける中小企業を取り巻く環境
(4) スイスにおける中小企業経営の現況 （以上前号）
(5) スイスにおける中小企業の将来性
2. • 革新雷 (innovation)に対する中小企業の貢献
一大企業との比較関連において一一
(1) 革新行為・手順における継続段階
(2) 中小企業の諸利益・優位性
(3) 中小企業の不利益性
(4) 産業・業種と革新の問題
(5) 革新問題に対するプライトナーの評価 （以上本号）
3. 中小企業と情報問題 （以下次号）
(1) 企業の“活動サークル”における情報問題
(2) 内容的側面
(3) 技術的側面
(4) 情報問題に対する企業家の態度
(5) 外部支援者の役割
むすびにかえて
87 
950 関西大學「純潰論集」第40巻第5号 (1991年1月）
1. スイス国民経済における中下企業の地位・役割および対策課題
—日本および欧米との比較関連において一(2)
(5) スイスにおける中小企業の将来性
まず，プライトナーは， 「次期数年間は，スイス産業の規模構造における主要な転換は
起こりそうにないとしても，サービス経済化の進展にともない，サービス部門への雇用流
入現象が趨勢として見られ， この関連における中小企業の重要性も漸増するであろう。
一方，製造部門においても中小企業は存在し続けるであろう」（〔1〕p. 173.) と！パぅこ
とを強調指摘している。
そこで，このような一般的趨勢に鑑みて，中小企業の機会の将来性に関するさらなる分
析が要請されるところであるとして，若干，分析および論を展開している。
まず，その主要な趨勢の1として，加速している技術発展を挙げ，これに対応するため
の中小企業における資金調達の悪化も問題指摘している。 • 
次に， 2の問題として，中小企業成功のためのキーファクターでもある経営力を挙げて
いる。プライトナーは，「今さら新たなる問題ではないが， 中小企業経営の弱体化は，幅
広い経営およびオーナーマネジャーの重要性の欠如によるものであり，近年，その傾向が
一層悪化している」ということを問題指摘している。
3 中小企業を取り巻く環境要因の危険的側面としては，ことに内部要因よりも外部要
因の方が典型的に一層困難なものとしてインパクトを及ぼしてきている。たとえば，すで
に見てきたように，最近における政府・行政側の法規や規制などの氾濫・増大傾向は中小
企業の柔軟性・バイタリティーを妨害しているということである。さらに加えて， 4 中
小企業の業務に対しては常に何らかの障害が横たわっているということである。彼は，
「大企業に比較して中小企業は， たとえば市場力のギャップという点でも “生来".特有
(natural) の不利益性が存在しており，信用創造面での弱さなどが原因で，“大事業•取
引”に際しても多大の混乱が生じているということ，そしてまた，技術者獲得のための労
働市場においてもしばしば弱い立場に置かれている」ということなども挙げている。
最後に， 5の問題として， 中小企業は準備・余力が欠如しているため，強烈な経済・
景気変動に対しては潜在的なリスクを内包しているということが問題指摘されている。
（〔1〕pp. 173~174.) 
プライトナーは，以上のように，中小企業は将来に向けて直面すべき問題点なども多い
が，エコノミストたちがなおも予測しているように，中小企業に関しては，純粋理論的立
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場から見ても，また，具体的に，たとえば高品質の財およびサービス需要などと，民間消
費需要部門の増大にともない，彼らの供給しうる多大な機会もまた存在しうるであろうと
いうことを認めている。
そこで，彼は，「中小企業の革新性および柔軟性は， ことに将来において特有の価値と
して発揮されるべきである」（〔1〕p. 174.)と主張している。
しかしながら， 中小企業においては，「これらの機会把握ということをも含めて， キー
パーソンはオーナーマネジャーであり，彼の的確な判断と決定能力こそが中小企業の成功
・失敗を結果せしめる」（〔1〕p. 174.)ということを重ねて強調指摘している。
注）若干の補足説明
前号120ペー ジ， 表 1-9に示されたヨーロッパ8カ国における中小企業数は，以
下のとおりである。スイス177, オーストリア107,西ドイツ100, フランス119, ベル
ギー 116, オランダ198, フィンランド205, イギリス110などで， その企業合計数は
1,132である。
2. • 革新"(innovation)に対する中小企業の貢献ーー大企業との比較関連
において一一
さて，プライトナーは，“革新"(innovation)に対する中小企業の貢献について，こと
に大企業との比較関連において研究・分析を展開している（〔9〕）14) 0 
まず，プライトナーは，将来，いかなる国・地域・大企業・中小企業，あるいは産業部
門（第2次・第3次）・業種を問わず， 企業競争は新製品・サービスの開発・市場化に対
する企業家“能力• (ability) に著しく依存するようになるであろうということから指摘
して論じている。ことに，彼が中小企業の存続•発展の不可欠要素としてオーナーマネジ
ャーをはじめ経営者の“革新性• (innovativeness)を挙げていることについては， すで
に見てきたとおりである。
彼は，次のように論を展開しているのである。
(1) 革新行為・手順における継続段階
“革新”の定義
14)プライトナーは，関西大学経済学部において，安喜博彦教授と筆者のゼミ共催による
特別レクチャー (1989年5月16日）のたに用意されたペーパーなどを帰国後，再び論
文化された。文献〔9〕である。
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周知のように．“革新”—“イノベーション” というテクニカルタームに対する定義はシ
ュンペーター (SchumpeterJ. A. 1883~1950, 〔10〕）によるものであるが，プライトナ
ーもオーソドックスかつアカデミックにシュンペーターの定義を簡潔に紹介することから
始めている。ことに，彼は．シュンペーターの強調する“技術的変化・改善”と“非技術
的変化・改善”ということについてなお一層注目している。そして，「“プロセス イノベ
ーション”（生産工程での技術革新一製品・サービスに関する連続的作業上の改善）は“プ
ロダクト イノベーション.arfiたに開発されたか，あるいは改善された製品・サービス）
と同義である」（〔9〕p. 1.)と強調指摘している。
そこで， まずプライトナーは，革新行為・手順における継続段階としては. 1 発明
（ニュー アイデアの発見）， 2 狭義におけるイノベーション（プロトタイプ・原型に関
するアイデアの開発）， 3 普及（市場に乗せること）という 3つのステップを挙げてい
る。
革新に対する大企業と中小企業の役割
彼は，一般的に大企業も中小企業も革新の主たる源泉であるとみなしうるが，それは．
前者にあっては“強さ• (strength)• • 財源• (resources)• • カ• (power)に由来する
ものであり， そして， 後者にあっては“工夫カ・ (ingenuity)に由来するものであると
いうことを強調指摘し，これらの仮説には真実の原点が存在していると論じている。すな
わち． コストが高く， 規模の経済性が必要なところでは大企業の方がより強いというこ
と，そして，公平な判断・フレッシュなアイデア・純粋な実験などが要請されるところで
は，中小企業の方が前方に位置するというのである。
彼は，革新における中小企業の“強弱度”をリストアップしうると述べ，中小企業の諸
利益・優位性などを，以下の要因について特徴的に見ている。
(2) 中小企業の諸利益・優位性
1)マーケティング
中小企業は，彼らに相対置している大企業を超すところの比較優位性を有している。彼
らは，複雑な市場あるいは市場の地位・適所以外の狭い所に集中して特有の能力を発揮す
る。彼らは顧客と密接に結びついて市場や技術変化の両面に“迅速• (quickly)かつ“効
率”的 (efficiency) に反応しうる。彼らの“柔軟性• (flexibility)は，大企業においてよ
く見受けられているような官僚的管理・規制などによっても何ら妨げられないのである。
2)ダイナミックで起動的な企業家経営
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まず第1に，ハイテク小企業はしばしばダイナミックで起動的な個々人によって操業さ
れる。彼らは新たな機会の利益を取り入れることには迅速に反応する。これと対照的に大
企業は，企業家活動を妨げるところのある経営構造をしばしば有している。第2のポイン
トとして， 特別のイノペーションに基づいて彼らの企業を創業してきている企業家たち
は，イノベーションプロジェクトに際し，結果として生じる“ハイリスク”負担というこ
とについては，多分，大企業の経営者たちよりも従順であるだろう。大企業の方では“危
険負担”に対して反対である経理担当者によってしばしばコントロールされているからで
ある。
3)内部通信
いずれの組織においても効率的な運営は，良好な内部通信を要請するものである。小企
業は容易に内部通信を組織しうるので，大企業以上に利益をしばしば享受する。同様に，
良好な内部通信はまた，革新的新生産機械設備の採用を次第に促進しうるので，中小企業
では良好な労働関係に貢献する。（〔9〕p. 3.) 
以上のように，プライトナーは，大企業側における規模の大きさから生じてくる経営管
理上の硬直性・官僚性・保守性などと比較して，中小企業側のメリットでもある柔軟性・
オーナマネジャーなど起業家たちのダイナミックで個性豊かな企業家精神・リスクテイカ
ーとしてのベンチャー精神・革新性などを挙げている15)。
しかしながら，彼は，すでに見てきたように，中小企業のもつハンディをも決して見逃
していないのである。この問題点について，彼は以下の要因を挙げて分析している。
(3) 中小企業の不利益性
1)人的資源・マンパワー
革新，ことに急進的な革新あるいは根本的変化は，開発のため適格な技術者や科学者の
15)このように，プライトナーは，高利益を求めて“ハイリスク”をも辞さないという積
極的なベンチャー精神・革新性を中小企業の利益性として特徴づけているが，周知の
ように， 中小企業論として今日では古典的とも言えるスタインドルの見解にあって
は，この“ハイリスク”とは，大企業の経営が安定志向のため決して冒さないのに比
べて，不完全競争市場の下で“非経済的”あるいは“非合理的”残存者としての中小
企業が冒すところの，まさに語義どおりの“ベンチャー”であり，その意味では，非
常に「低い報酬で異常に高い危険をひきうける“ギャンブラ＿”」(〔n〕p. 60, 〔12〕
27ページ）であると規定されたことだった。
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使用を順当に要請する。通常フォーマルな形で研究開発部局を持っていないか，または，
技術開発に関して小額しか支出しえない中小企業は，適格な技術者や研究者たちを引きっ
け，資金供給するという面で，かなりの困難をしばしば経験している。同様に，精密機械
・設備などの販売にはアフクーサービスが必要であるというように，複雑なマーケティン
グやハイテク製品は，技術的に適格なメンバーを含んでいるところのチームをしばしば要
請する。これは事業経営にとっては高価につき，大企業に比較して中小企業では，事実不
利益性においてなしうることなのである。卸・ 販売業者などディーラーたちのネットワー
クが重要な役割を果たしているエリアにおいて，中小企業は，彼らの革新的な新製品も市
場力不足のため，総合代理販売業者を見つけだす上でも困難で不利益をこうむっている。
2)外部通信
革新的努カ・合理的計画や査定を，企業をして実現可能ならしめるためには，市況• 新
技術開発・技術援助の源泉・政府の奨励施策等々，様々な問題に関して多大な情報が必要
とされる。彼らの源泉・資料不足のため，中小企業は，たとえば開発に関する技術情報あ
るいはマーケティングに関するマーケットデータなどの情報を収集し，分析することにお
いて不利である。
大企業に対して中小企業が不利である決定的な部面は，科学的・技術情報の収集に現れ
ている。この点に、関して中小企業は，総合図書館やデータ修正組織を本式に樹立すること
ゃ，また，会隊などに人員を派遣することも不可能なため，シリアスな情報ギャップにし
ばしば悩ませられる。
3)経営技術と実践
小企業家つまりオーナーマネジャーの企業がダイナミックで偏見が無<'"心の広い"
(open-minded) 経裳の優位性をしばしば享受する一方で， 製造業の伝統的分野におけ
る中小企業は，時々，すべての面にわたって自分の思いのままに全く企業を経営するとこ
ろのパワフルな一人の“独裁者• (autcrat)によって率いられる。この独裁者が適切な天
賦の才能を有していれば企業は繁栄するが，もしそうでなければ，企業は衰退する。両ケ
ースとも，独裁者が引退した時，後継者問題に直面しなければならないので，結局のとこ
ろトラブルを引き起こす。
たとえ中小企業が民主的な顧問・マネジャーを有しているとしても，問題は経営能力の
欠如に起因して存在するのである。このことは，将来に対する適切あるいは戦略的にプラ
ンを樹てる上で，それ自体無カ・不本意なものとして， しばしば表面化する。技術的・社
会的・経済的変化が加速化されている時代においては，企業戦略やその実践計画の系統的
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組織化は基本的なものである。革新は，ことに偏見が存在しないで心広く将来を考察する
能力を要請する。
4)金融・資金調達
革新はコストとリスクの両面で高くつくので，中小企業は財源不足が原因でしばしば拘
束される。少数の小企業のみが，若干のプロジェクトに同時に乗せることによってリスク
を拡散する余裕を持っている。これと対照的に大企業は，異なった達成段階において様々
なプロジェクトを維持しているので，それらをつうじてリスクを多様化・分散化しうる。
中小企業は，ハイリスクプロジェクトのための資金増大，ことに長期資金の増大に関して
は，大企業よりもなお一層の困難に遭遇することもまた明白である。結局，新しい革新的
製品にともなうマーケティングのスクートアップは困難であり，またコストも高くつくの
である。
5)規模の問題
若干の分野においては，ある一定の規模というものは以下のような積極的理由から必要
である。
1 規模とは，大量生産，そして，その結果として製造コストの低減を意味する。これ
は，より激しい競争へと導く("規模の経済性・)。
2 規模は，生産物の全領域，たとえば発電装置のような総合的“クーンーキーープロ
ジェクト• (turn-key-projects)の実現・提供を可能ならしめる。
このような分野では，中小企業による革新を許容する余地はほとんどない。ここでの中
小企業の役割は下請け・部品供給に限定される。また，下請業者のレベルで革新は可能で
あり，必要であるが，それもかなり控え目なものである。（〔9〕pp. 4~6.) 
以上のように，プライトナーは，中小企業の革新性を彼らのメリット・強みであると高
く評価する一方で，彼らの革新性でもってしても中小企業には限界あるいは不利益性が多
々存在しているということについて，たとえば，良い意味においても悪い意味においても
いわゆる“ワンマン経営”・人材能力の問題性をはじめ，資金難や外部環境など， とくに
大企業との関連においては弱者であり，不利な立場に立されているということなどを，む
しろ非常なクールさでもって分析し，問題提起していると言えよう。
(4) 産業・業種と革新の問題
さて， プライトナーは，革新に対する中小企業の役割を理論的にはうまく反映しうる
が，この役割をいかにして実証的に測定・評価しうるかと論じ，その方法として“インプ
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ット測定・評価”と“アウトプット測定・評価”方法を挙げている。
彼は，まず，インプットは研究開発のための経費と人材を意味するものであるが，これ
にアプローチする上での問題は専門化された研究開発が欠如している時，このような数値
をいかにして測定するかということをも論じている。
そして， アウトプットとは， たとえば所有された特許数を意味するが， ここでの問題
は，数多くの特許が無価値であり，決して使用されていないのに，一方では，数多くの革
新が何ら特許権を与えられていないということを問題指摘している。
彼は，導入された革新と，革新に着手し出している企業の規模を直接的に比較すること
によって，このような問題を回避する一つの試みがありうるということに注目して強調指
摘し，米国および英国で実施された調査研究に依拠して，論を展開している。
1)米・英両国に見られる企業の革新例
そこで，次に，米・英両国における革新に関する実態調査研究について，プライトナー
の分析をつうじて，以下に若干見ておこう。
なお，調査対象になっている企業の革新件数は，米国では4,500,英国では2,100とのこ
とである。
① 米国の場合
まず，プライトナーは，製造企業の革新率（従業者10:J万人当たりの阜訴，・牛致）を淀業
者規模別に見た時， 従業者500人以上の大企業よりも小企業の方が平均して43彩も高かっ
た (1982年度）という米国の調査結果に注目し，中小企業の革新に対する積極的態度を強
表2-(4)・1 米国製造業における従業者100万人当たりの革新件数
大企業
中小企業
中小企業／大企業
注） A: 全産業
I : 従業者逓増企業
D: 従業者低減企業
資料： Edwards, K./Gordon, Th., "CHARACTERIZATION OF INNOVATIONS 
INTRODUCED ON THE U.S. MARKET IN 1982", The Futures Group 
for U.S. Small Business Administration, Washington D.C. 1984, 
出所） 〔9〕p. 7. 
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図2-(4)・1 米国製造業における従業者100万人当たりの革新件数
400 革新件数
??????
300 
200 
100 
?
． ． ?
、
． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ?岱・因・名詞・
~1
??????
?
調指摘している。
要するに，従業者の逓増，低減とを問わず，中小製造業の方が大企業よりも革新率が高
いということである（表 2ー (4)・1,図2-(4)・1)。
?
英国の場合
同様に， プライトナーは，英国の場合でも企業の革新率は大企業よりも中小企業（従業
者数1~199人）の方が高いということに注目している。
周知のように，英国の場合，第2次世界大戦後， 1945年から現代にいたるまで，政治的
したがって，経済的に異なった時代を経験してきているが，この期間，中小企・社会的，
業ことに従業者1~199人の中小・零細企業の技術革新率は高くなってきているというこ
とがうかがわれる。そして， 1980~83年度においては，規模の大きい企業群が横這いか低
減傾向にあるのに比較して，最も高い数値を示すにいたっている（図2-(4)・2)。
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以上，プライトナーは，米・英両国における実態調査研究のいずれもが中小企業の革新
に果たしてきている役割が高いという結果を導いていることを重視して，さらに彼は，研
究開発費に関する統計によって示唆されうるよりも，中小企業が革新に対して比較的高い
貢献を行っているということを強調指摘している。
しかしながら，彼はまた，たとえば米国の場合，大企業と比較して小企業の平均革新率
が43彩高かったとの観察は，「どの規模の企業がより革新的であるのか？」という“質問”
に対して，明らかに，それは「小企業」であるという“回答”をば意味するものではない
ということをも問題指摘し，今度は逆に，大企業の方が中小企業よりも革新率が高い場合
があるということを産業・業種別に分析した米国での調査研究結果をさらに注目し，それ
に依拠して，彼の論を一層充実して展開しているのである（表 2ー (4)・2)。
彼が注目しているところの研究とは， アクスおよびオードレッツによる共同研究，「革
表2-(4)・2 革新率が中小企業と大企業間で最大の格差を示している20産業・業種
(1) 大企業側がより革新的なケース
大企業の革新率 中小企業の革新率
クイヤ・チュープ 8.4615 0.0000 
農 薬 2.2642 0.0000 
一般産業機械 2.2041 0.3939 
食料品機械 2.0109 0.6704 
軍需品，小型兵器を除く 1. 2281 0.0000 
綿実油工場 1.1111 0.0000 
チーズ，ナチュラル・プロセス 1.1258 0.0｀  862 
生穀物製粉 1. 0000 0.0000 
蓄電池 0.9649 0.0000 
紙製品類 0.9848 0.0617 
トラック・バス車体 0.7643 0.0000 
製紙業機械 0.8696 0.1053 
金属事務用什器 1.1628 0.4000 
木材加工機械 0.7500 0.0000 
建築屋内紙・板工場 0.6452 0,0000 
ペン・シャープペン 0.6154 0.0000 
平ガラス 0.5882 0.0000 
砂糖キビ精製 0.5455 0.0000 
産業炉・オープン 1. 6667 1.1250 
第1次金属製品 1. 3793 0.9375 
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(2) 中小企業側がより革新的なケース
大企業の革新率 中小企業の革新率
度量衡・計算測定機器，実験用を除く 0.8511 8. 7500 
電子計算機設備 0.9570 8.2246 
工程管理器械 1.8785 9.0291 
合成ゴム 0.0000 6.6667 
流量メーター・計算装置 0.4380 4.5455 
工学・理科学機器 1. 5751 5.5333 
測定・制御装置 0.1442 3.9130 
ゴム質・木質化学薬品 0.2500 3.7500 
第1次銅製品 0.0000 3.3333 
産業制御装置 0.3538 3.5385 
界面活性剤 0.5405 3.4483 
動力操作による手エ道具 0.5512 3.0435 
電気測定器具 0.5534 2.9560 
外科・医療用機器 0.9524 3.0769 
プラスチック・樹脂 0.5894 2.3810 
変圧機 0.1344 1. 8033 
電灯 0.0000 1. 5789 
産業トラック・トラクター 0.6701 2.1277 
ボンプ類 0.0000 1. 4286 
環境制御機器 0.6452 2.0408 
資料： Acs/Audretsch, D.,'innovation, market structure and firm size', "REV-
JEW OF ECONOMICS AND STATISTICS", Vol. 69, No. 4, 1, 1987, p. 
569, Table 1, ⑲〕 p. 10. 
新，市場構造および企業規模」（〔13〕）である。
2)産業・業種および企業規模と革新
プライトナーは，米国の調査研究例から，中小企業と大企業の革新率が産業・業種によ
ってかなり異なってきているということに注目し，また，英国の研究においても同様の結
果が示されているということを論じている。
要するに，両国とも，中小企業の方が大企業よりも高い革新率を示しているのは，専門
•特化された生産者財，ことに機械・器具製造分野なのである。
そこで，中小企業の革新率が大企業のそれよりも高い数値を示しているのは何故かとい
う質問に対しては， アクスおよびオードレッツが強調指摘して論じているように，「修正
された解答は，“中小企業は特定の産業・業種に依存している"(itdepends on the parti-
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cular industry)」（口3〕p. 569.)と言えよう。
なお，彼は，米・英両国の調査研究が個別産業・業種をつうじて多大の数値を示してく
れているので，大企業と中小企業間における革新率の実質的な産業間格差を説明しうると
ころの種々・様々な要因の重大性を検査するためには，回帰方法・テクニックを用いる可
能性が存在するということをも注目して論じている。
すなわち，「米国での分析結果は， ライフサイクルの初期の段階においては熟練労働が
典型的に労働力の大部分を引き受けるので，このような産業・業種においては，中小企業
の方が相対的に高い革新率を示し，他方，大企業の方は高度の資本あるいは広告強度をと
もなうような産業・業種において相対的に高い革新率を示している」（〔9〕p. 9.)のであ
る。これは，また，アクスおよびオードレッツによる共同研究の結論でもある。一ー（〔13〕
p. 573, 〔14)pp. 687~688.) 
ところで，プライトナーもまた認めているのであるが，以上のようなこととは別に，中
小企業の革新率が高い数値を示しているような産業・業積の中にあっては， したがって，
そこでの革新の内容などを見ると，欧米，ことにヨーロッパにおいて歴史的・伝統的に存
続してきているところのいわば人間労働主体のハンドベルク一手工業者， あるいは，手
工的工場ーマニュファクチャー一一少し厳しく言えば，前近代的生産・経営方法にいまだ
依存しているような—ーなどが，ょうやく，現在，産業活動の近代化・合理化に対応して
きているケースも多々見られているということ，さらに，それらを可能ならしめる環境変
化（中小企業向けの革新技術・機器の開発および行政施策）などを付加して，ここに強調
指摘しておきたい。もとより日本においてもこのようなことは例外でないということもま
た周知の事実ある16)。
次に，プライトラーは， いわゆる産業組織綸的立場から見て，「上記の結果は， 技術が
なおも急速に変化しているような産業開発の初期の段階においては，新企業の参入障壁も
低く，彼らの革新を容易に市場化しうるという観察と一致しているが，技術が成熟段階に
入り，製品がより標準化されるようになってくると，資本集約的な生産工程を導入するこ
16) ドイツ・パーデルボルン大学のシュミット教授は， 欧米における中小企業の技術革
新は， 従来の熟練労働者をレイオフ・失業に追いやるため彼らからの反対などに遭
ぃ，困難であるという“悲観論"があるが， 日本においては，中小企業の労資関係も
良く，労働環境なども改善されるので， 技術革新は積極的であるということを， “楽
観論"的立場から論じている。一「シュミット， K.H.の「中小企業におけるニュ．
ーテクノロジーの雇用効果ー一響日本と西独との比較」」〔8〕18~19ペー ジ。
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とが経済的になってくる。と同時に，流通パターンは固定化され，ブランドロイヤルティ
ーがより強固に成長する。このような環境において，中小企業が長期一古参の大企業に対
抗して成功的に競争しうるところの革新導入の可能性は少ない」（〔9〕p. 9.) というこ
とを問題指摘している。
さらに，彼は，主要な企業が一且大生産の基礎を堅固に樹立してしまうと，彼らは研究
・開発活動を強カ・多様化ならしめることによって“多様性の経済性" (economies of 
scope)を獲得しうるなど，まさに大企業の広範囲にわたる諸々のメリットを挙げている。
そして，このような経済性は，中小企業に対して同程度にオープンされていないので，成
熟産業・業種においては研究・開発を引き受けるインセンティブもまた中小企業としては
少ないということ，その結果として，中小企業は，大量生産分野というよりもむしろ顧客
に基礎を置いた産業・業種の製造業者に外ならないということを強調指摘している。
以上，見てきたように，プライトナーは，中小企業の革新に果たす役割は，大企業に比
較して不利でハンディーがあり，産業・業種もおのずから限られているということをシビ
アーに問題指摘した上で，なおもまた，中小企業による一層大きな革新的活動・動向に関
して，興味深い問題を提起している。
それは，企業家精神＿中小企業家の経済的独立性志向との関連において一ーーという点
から見て，大企業への依存関係の増大，そして，同一産業・業種における中小企業の革新
的能力などを反映しているかという問題である。プライトナーは，その例として，ことに
情報・電信のように急速に成長してきているような新知識に基礎を置いた産業・業種を挙
げ，これらの新産業においては，プロダクトサイクルの初期段階では参入障壁も低く， し
たがって，これらの市場分野（たとえばソフトウエア）に，数多くの中小企業を参入可能
ならしめてきているということを論じている。
彼は，究極的には，大企業のランクヘ成長するなどと， 1980年代の中小企業が今後，存
続•発展しうる余地があるであろうかという疑問を投げかけ，不幸にして現段階では何ら
かの的確な解答は不可能であるというものの，ある一点に関しては明白に思えることもま
たあると論じている。すなわち，「革新性とは， 企業年数の関数であり， 単にその規模の
関数ではない」（〔9〕p. 11.)ということを強調しているのである。
彼は，上記のような結果は，中小企業によって貢献された革新率の時期的趨勢に影響を
及ぽす若干の要因を確認・アイデンティファイする助けになるとみなして，以下のよう論
、じている。
1 他の事情が一定であり， もしマクロ経済環境が新企業の創業（高率・ハイレベル）
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にとって良好であるような場合，中小企業ことに製造部門の革新率はより高率．ハイレベ
ルの傾向を示すであろう。
2 技術変化のペースおよび新産業の開発がより一層急速であればあるほど，生産およ
び革新における中小企業のシェアも高いように思われる。このような環境においては，参
入障壁は強固なものではなく，また，急速に陳腐化するような大規模資本設備における投
資は相対的にリスキーである。急速な産業拡大期においては，中小企業の出生率が高い傾
向を示すということは驚くにたるべきことではない。 しかし， 中小企業の出生・成長率
は，大企業をともなったケースよりも産業成長の変化に対してはより敏感であるというこ
ともまた明白である。
3 技術変化が主として新知識に基礎を置いた産業をつうじて生じる時，中小企業は革
新において再び強大であるべきである。相対的に中小企業は“資本”集約的製品よりも新
“知識”集約的製品のより効率的なサフ゜ライヤーたりうるのである。（〔9〕p. 12.) 
(5) 革新問題に対するプライトナーの評価
プライトナーは，すでに分類して見てきたような技術革新の進行・手順における 3段階
=1 発明， 2 狭義における革新， 3 普及など，に関する調査研究の帰結・見解を今
一度振り返ってみて，中小企業と大企業のいずれの側により強烈に現れているかというこ
とを段階別に少し立ち入って分析している。
まず， 2の段階面では，工夫カ・柔軟性・ユーザーのニーズを知覚することなどで中小
企業の方が強く，そして， 3の段階面はむしろ大企業の勢力範囲なので，たとえば一貫し
た商業・流通チャンネルに必要な方式を導入して大企業は対処しうる一ーもとより，大企
業は旧生産物に対する投資を打ち切るために，時としては革新に手間取ってはいるが-
と論じている。そして， この点などに関しては観察者の見解も一致していると強調して
いる。
しかしながら， 1の段階面に関する見解には異同が見られるということを指摘してい
る。その 1は，大企業の方が特定の研究・開発に対する有利性を持っているという見解で
あり，これに対して，その2は，特に技術企業家的ノウハウに基礎を置いた中小企業＂）の
17)なお，ここに例示されているような中小企業とは，プライトナーも強調指摘している
ように，むしろ“風変わりで気まぐれな• (freaks)ハイテク企業家とか“ガレージ”
の中の実険者など，それこそ技術職人や町の発明家たちから利益を引き出しうるよう
な中小企業を意味しているのである（〔9〕p. 13.)。
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表2-(5) 製造業・企業における革新の剌激•発生源
機能分野：主として生 企業分類（従業者規模別）
じた革新への起動力
(20~149人）I (50~~99人） boo-~99人）lci.oo収、以上）i平均
％ 彩
研究・開発部 16 31 
製造・資材部 16 24 
営業・販売部 49 53 
提案グループ
，, 
10 6 
管理職部局 85 65 
注）複数回答可。
資料： "lFO-INNOVATION SURVEY'', 1982. 
出所） 〔9〕p. 14. 
方が高利益を上げているという見解である。
彩 ％ .% 
47 82 63 
29 36 32 
62 83 72 
8 12 10 
60 47 54 
彼は，このような現象， したがって，両見解はいずれも生じうるということを若干分析
した上で（表2一(5)・1),彼自身の結論を導き出している18)。
彼もまた注目して強調指摘しているように，表2ー(5)から，大企業における革新の起動
力は研究・開発や営業・販売部門から主として生じており，中小企業においてはトップリ
ーダー自身から生じているということがうかがわれる。しかしながら，発明と＇いう面にお
いては，大，中小のいずれの側がより強力かということは数値的に明確化されていないと
いうことも問題指摘されている。
そこで，彼の結論としては，まず，企業規模によって現れている技術革新は，中小企業
と大企業の両者間における適切にして動態的均衡を発見することをむしろともなわないよ
うでは，“大企業”対“中小企業”という問題の重要性にはたいして関係を見い出せない
18)ところで，脚注16)でも若干触れたように，技術革新に関する見解は様々であり，こ
とに中小企業と大企業のいずれの側がイニシアテイプを取るかということに関して
は，プライトナーの所論によってもうかがわれているが， 日本においてはやはり資本
力にまさる大企業側が，欧米先進諸国においてすでに開発された革新的新技術に高い
パテント料を支払うことによって導入することから始め，そして， さらなる研究・開
発一高度の革新を達成させ， 今日， 世界第1の産業大国の基盤を確固ならしめてき
た。これにひきかえ，たとえば下請中小企業にあっては親企業ー大企業側の要請によ
って革新に乗り出すなどと，往々にして後発・追随者的であったこともまた周知の事
実である。
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ということが強調指摘されている。
彼は，技術や市場面などで，最適均衡は産業循環において異なっているということ，し
たがって，この均衡は，たとえば独占力を過信しているような市場においては，種々の不
完全性によってくつがえされうるということなどを問題指摘している。
なお，ここに注目しておくべきことは，プライトナーは，このような問題，たとえば中
小企業と大企業の行動における適切な均衡について，ボリシーメーカーの果たす役割の重
要性を強調しているということである。すなわち，「政府・行政側にとって有益な施策の
全領域をつうじてボリシーメーカーに課せられた機能は，適切にしてダイナミックな競争
を回復させるよう企画することである」（〔9〕p. 15.)と主張しているのである。
ところで，筆者はかねてより，中小企業の存続• 発展は，彼ら自身の“自助努力”はい
うまでもなく，対大企業における“合理的社会的分業関係”， そして， それらを助長する
ところの政府..行政側の抜本施策”がうまくかみあってこそ達成されうるということを
繰り返し強調指摘してきているが，プライトナーの中小企業問題論においても同様の趣意
が主張されている。
彼は，「中小企業と大企業の両者にとって有益に行動しうるような補完関係はほとんど
の分野において存在しており，これらは事実上，共存分野として観察されている」と論じ
ている。そして，「過去において中小企業は革新面で重要な役割を果たしてきているが，
同様に，今日においても， それは続けられているのである」， そして， 「このことは， さ
らに，この分野における“公共的介入・ (publicintervention)の正当性を提示するもの
である」（〔9〕p. 15.)と論じて，本論を結んでいる。
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